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１． 17 年 12 月期の業績(平成 17 年１月１日～平成 17 年 12 月 31 日) 
(1)経営成績                                                                  （百万円未満切捨） 
 売 上 高     営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 
17 年 12 月期 
16 年 12 月期 

186,953  △ 4.2 
195,066      4.8 

11,857  △21.1 
15,024   △16.0 

12,477   △19.7 
15,545   △15.2 

 
 

当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整 
後１株当たり 
当 期 純 利 益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円     ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
17 年 12 月期 
16 年 12 月期 

7,938   △ 5.0 
8,353   △18.6 

101.73 
106.20 

101.57 
106.02 

4.8 
5.1 

6.6 
8.4 

6.7 
8.0 

(注) ①期中平均株式数    17 年 12 月期 77,702,051 株      16 年 12 月期 78,357,107 株 
    ②会計処理の方法の変更   有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
17 年 12 月期 
16 年 12 月期 

40.00 
40.00 

20.00 
20.00 

20.00 
20.00 

3,110 
3,107 

39.3 
37.7 

1.8 
1.9 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
17 年 12 月期 
16 年 12 月期 

193,041 
187,181 

170,698 
163,501 

88.4 
87.3 

2,191.59 
2,104.59 

(注) ①期末発行済株式数  17 年 12 月期 77,872,815 株      16 年 12 月期 77,673,448 株 
     ②期末自己株式数    17 年 12 月期  5,025,839 株      16 年 12 月期  5,225,206 株 
 
２．18 年 12 月期の業績予想(平成 18 年１月１日～平成 18 年 12 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

91,500 
194,900 

5,900 
13,600 

4,100 
8,600 

20.00 
――― 

――― 
20.00 

――― 
40.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  110 円 43 銭 
   営業利益 （中間期）  5,500 百万円  （通期）  13,000 百万円 
 
※ 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
実際の業績は、今後様々な要因によって業績予想とは大きく異なる可能性があります。業績予想に関す
る事項につきましては、決算短信（連結）添付資料９ページをご参照ください。 
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貸 借 対 照 表          
   （百万円未満切捨）

平成17年12月期（Ａ） 
(平成17年12月31日) 

平成16年12月期（Ｂ） 
(平成16年12月31日) 

期  別 

 

科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

増  減  額 
（Ａ）－（Ｂ） 

 

（ 資 産 の
 

部 ）  ％ ％  
Ⅰ 流 動 資 産  

 １． 現 金 及 び 預 金 9,130  9,418  △   287 

 ２． 受 取 手 形※１ 54  39  14 

 ３． 売 掛 金※２ 8,738  10,737  △  1,998 

 ４． 有 価 証 券 7,706  8,844  △  1,138 

 ５． 商 品 4,530  2,485  2,045 

 ６． 製 品 5  6,603  △  6,598 

 ７． 原 材 料 4  343  △   339 

 ８． 貯 蔵 品 93  89  3 

 ９． 前 渡 金 2,262  －  2,262 

 10． 前 払 費 用 2,434  2,137  297 

 11． 繰 延 税 金 資 産 415  543  △   128 

 12． 関係会社短期貸付金 2,750  3,292  △   541 

 13． 未 収 入 金※２ 4,179  4,057  122 

 14． そ の 他 68  113  △    44 

  貸 倒 引 当 金 △      37  △      43  6 

 流 動 資 産 合 計 42,338 21.9 48,662 26.0 △   6,324 
Ⅱ 固 定 資 産  

 １． 有 形 固 定 資 産※６ 

   (1) 建 物 15,039  14,388  650 

   (2) 構 築 物 1,405  1,541  △     136 

   (3) 機 械 及 び 装 置※３ 11,379  11,560  △     180 

   (4) 車両及び運搬具 1,196  1,189  7 

   (5) 工具、器具及び備品 1,132  1,023  109 

   (6) 販 売 機 器 11,880  13,079  △   1,199 

   (7) 土 地 24,202  24,019  182 

   (8) 建 設 仮 勘 定 423  93  329 

   有形固定資産合計 66,658 34.6 66,895 35.8 △     236 
  ２． 無 形 固 定 資 産 

   (1) 借 地 権 29  34  △       4 

   (2) ソ フ ト ウ ェ ア 2,149  2,279  △     129 

   (3) そ の 他 0  0  △       0 

   無形固定資産合計 2,180 1.1 2,314 1.2 △     133 
  ３． 投資その他の資産      

   (1) 投 資 有 価 証 券  52,808  40,442  12,366 

   (2) 関 係 会 社 株 式  19,267  18,696  570 

   (3) 関係会社長期貸付金  1,595  1,947  △     351 

   (4) 長 期 前 払 費 用  785  881  △      95 

   (5) 前 払 年 金 費 用  6,425  6,349  76 

   (6) そ の 他  1,164  1,202  △      37 

貸 倒 引 当 金  △     184  △     211  26 

   投資その他の資産合計 81,863 42.4 69,308 37.0 12,554 

   固 定 資 産 合 計 150,702 78.1 138,518 74.0 12,184 

  資 産 合 計 193,041 100.0 187,181 100.0 5,859 



個別－ 
 

 

2

   （百万円未満切捨）

平成17年12月期（Ａ） 
(平成17年12月31日) 

平成16年12月期（Ｂ） 
(平成16年12月31日) 

期  別 

 

科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

増  減  額 
（Ａ）－（Ｂ） 

 

（ 負 債 の
 

部 ）  ％ ％  
Ⅰ 流 動 負 債  

 １． 買 掛 金 136  4,685  △   4,549 

 ２． 未 払 金※２ 8,464  8,057  407 

 ３． 未 払 費 用 550  533  17 

 ４． 未 払 法 人 税 等 1,925  3,365  △   1,439 

 ５． 未 払 消 費 税 等 94  331  △     236 

 ６． 預 り 金※２ 3,347  1,239  2,107 

 ７． 設 備 支 払 手 形 183  65  117 

 ８． そ の 他 －  157  △     157 

 流 動 負 債 合 計 14,702 7.6 18,436 9.9 △   3,734 
Ⅱ 固 定 負 債  

 １． 繰 延 税 金 負 債 6,982  3,606  3,375 

 ２． 退 職 給 付 引 当 金 475  528  △      52 

 ３． 役 員 退 職 引 当 金 119  272  △     152 

 ４． 長 期 預 り 金 62  835  △     773 

 固 定 負 債 合 計 7,640 4.0 5,243 2.8 2,397 

 負 債 合 計 22,342 11.6 23,679 12.7 △   1,337 
 

 

（ 資 本 の
 

部 ） 

Ⅰ 資 本 金 ※４ 15,231 7.9 15,231 8.1 － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金       

 １． 資 本 準 備 金 35,111  35,111  － 

 ２． その他資本剰余金      

   (1) 自己株式処分差益 －  0  △       0 

 資 本 剰 余 金 合 計 35,111 18.2 35,112 18.8 △       0 
Ⅲ 利 益 剰 余 金       

 １． 利 益 準 備 金 3,316  3,316  － 

 ２． 任 意 積 立 金      

   (1) 特別償却準備金 62  83  △      20 

   (2) 圧縮記帳積立金 710  691  19 

   (3) 地域社会貢献積立金 487  498  △      11 

   (4) 地域環境対策積立金 220  287  △      67 

   (5) 別 途 積 立 金 114,488  109,788  4,700 

 ３． 当 期 未 処 分 利 益 10,115  9,962  152 

 利 益 剰 余 金 合 計 129,400 67.0 124,627 66.6 4,773 
Ⅳ その他有価証券評価差額金  2,396 1.2 424 0.2 1,972 

Ⅴ 自 己 株 式 ※５ △  11,442 △  5.9 △  11,895 △  6.4 452 

 資 本 合 計 170,698 88.4 163,501 87.3 7,197 

 負 債 資 本 合 計 193,041 100.0 187,181 100.0 5,859 
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損 益 計 算 書          
   （百万円未満切捨）

増       減 
（Ａ）－（Ｂ） 

期  別 

 

科  目 

平成17年12月期（Ａ） 
自  平成17年１月１日 
至  平成17年12月31日 

平成16年12月期（Ｂ） 
自  平成16年１月１日 
至  平成16年12月31日 金 額 増 減 率 

    ％ 

 Ⅰ 売 上 高  （     186,953） （     195,066） （ △   8,113）（△ 4.2) 

  １． 製 品 売 上 高  7,007 127,827 △ 120,820  

  ２． 商 品 売 上 高  169,169 62,472 106,696  

  ３． そ の 他 の 売 上 高  ※７ 10,776 4,765 6,011  

 Ⅱ 売 上 原 価  （     104,242） （     107,665） （ △   3,422）（△ 3.2) 

  １． 製 品 売 上 原 価 3,682 67,367 △  63,684  

  ２． 商 品 売 上 原 価 91,118 36,795 54,323  

  ３． そ の 他 の 売 上 原 価 ※８ 9,440 3,502 5,938  

 売 上 総 利 益 82,710 87,401 △   4,690  

 Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※１ （      70,852） （      72,377） （ △   1,524）（△ 2.1) 

  １． 販 売 費 65,738 66,807 △   1,069  

  ２． 一 般 管 理 費  5,114 5,569 △     455  

 営 業 利 益  11,857 15,024 △   3,166   △21.1 

 Ⅳ 営 業 外 収 益  ※２ （       1,307） （       1,324） （ △      17）（△ 1.3) 

  １． 受 取 利 息  41 50 △       8  

  ２． 有 価 証 券 利 息  323 254 68  

  ３． 受 取 配 当 金  350 313 37  

  ４． 不 動 産 賃 貸 料  210 277 △      67    

  ５． 雑 収 入  380 427 △      47    

 Ⅴ 営 業 外 費 用  ※３ （         688） （         803） （ △     115） (△14.4) 

  １． 固 定 資 産 除 却 損  327 406 △      79  

  ２． 不 動 産 賃 貸 原 価  103 143 △      40    

  ３． 雑 損 失  257 253 4    

 経 常 利 益  12,477 15,545 △   3,068   △19.7 
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   （百万円未満切捨）

増       減 
（Ａ）－（Ｂ） 

期  別 

 

科  目 

平成17年12月期（Ａ） 
自  平成17年１月１日 
至  平成17年12月31日 

平成16年12月期（Ｂ） 
自  平成16年１月１日 
至  平成16年12月31日 金 額 増 減 率 

     ％ 

 Ⅵ 特 別 利 益  （       1,981） （         158） （     1,823） （1,153.6) 

  １． 固 定 資 産 売 却 益  ※４ 116 71 45    

  ２． 国 庫 補 助 金 収 入  53 86 △      32  

  ３． 収 用 補 償 金  121 － 121  

  ４． 退職給付信託返還に伴う数里差異一括償却額  1,689 － 1,689  

 Ⅶ 特 別 損 失  （       1,402） （       1,442） （ △      40） （△ 2.8) 

  １． 固 定 資 産 売 却 損  ※５ 68 － 68  

  ２． 減 損 損 失  ※６ 22 20 1  

  ３． 台 風 災 害 損 失  － 148 △     148    

  ４． 地 震 災 害 損 失  57 － 57  

  ５． 固 定 資 産 除 却 損  － 88 △      88  

  ６． 固定資産除却補償金  330 － 330  

  ７． 投資有価証券評価損  93 40 52    

  ８． ゴルフ会員権等評価損  － 39 △      39    

  ９． 新 紙 幣 対 応 費 用  830 528 302  

  10． 退職給付信託一部返還に伴う数理差異一括償却額  － 576 △     576  

 税 引 前 当 期 純 利 益  13,055 14,260 △   1,204   △ 8.4 

 法人税、住民税及び事業税  2,949 4,907 △   1,957  

 法 人 税 等 調 整 額  2,167 1,000 1,167    

 当 期 純 利 益  7,938 8,353 △     414   △ 5.0 

 前 期 繰 越 利 益  3,378 2,945 433    

 自 己 株 式 処 分 差 損  27 － 27  

 地域社会貢献積立金取崩額  211 184 26    

 地域環境対策積立金取崩額  167 33 134    

 中 間 配 当 額  1,553 1,553 △       0  

 当 期 未 処 分 利 益  10,115 9,962 152    
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利 益 処 分 案 
（百万円未満切捨）

期  別 

科  目 
平成17年12月期（Ａ） 
(平成18年３月24日) 

平成16年12月期（Ｂ） 
(平成17年３月24日) 

増  減  額 
（Ａ）－（Ｂ） 

 当 期 未 処 分 利 益 10,115 9,962    152 

 特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 16 20 △    3      

 圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額 39 31 7      

合            計 10,170 10,014 156    

 これを次のとおり処分いたします。  

 利 益 配 当 金 1,557 1,553 3 

取 締 役 賞 与 金 33 31 2 

圧 縮 記 帳 積 立 金 － 51 △   51 

地 域 社 会 貢 献 積 立 金 200 200 － 

地 域 環 境 対 策 積 立 金 100 100 － 

別 途 積 立 金 4,700 4,700 －    

 次 期 繰 越 利 益 3,580 3,378 201 

 
１株当たり配当金の内訳 
 平成17年12月期 平成16年12月期 

 年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
普 通 株 式 40.00 20.00 20.00 40.00 20.00 20.00 

（注）配当金はすべて普通配当であります。 
 
 

重 要 な 会 計 方 針          
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  (1) 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

(3) その他有価証券 

時価のあるもの：当期末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの：主として移動平均法による原価法を採用しております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 製品および仕掛品 

総平均法による原価法を採用しております。 

  (2) 商品および原材料 

総平均法による低価法を採用しております。 

(3) 貯蔵品 

移動平均法による低価法を採用しております。 
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３．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

定率法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物 ３～50 年 

 機械及び装置 ３～17 年 

 販売機器 ５～６ 年 

  (2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

４．繰延資産の処理方法 

新株発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

５．引当金の計上基準  

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。 

  (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込み額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務（債務の減額）は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年）に

よる定額法により按分した額を発生時から費用の減額処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。 

 （会計処理の変更） 
「「退職給付に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準委員会 平成17年３月16日企業会計基準第３号）

および「「退職給付に係る会計基準」の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年３月16日

企業会計基準適用指針第７号）が平成16年10月１日以後平成17年４月１日前に開始する事業年度に係る財務諸表

から適用できることになったことに伴い、当期から同会計基準および同適用指針を適用しております。これによ

り、営業利益、経常利益および税引前当期純利益は1,320百万円増加しております。 

  (3）役員退職引当金 

役員退職慰労金の支払いに充てるため、内規に基づく当期末の必要見込み相当額を計上しております。 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  (1) 消費税等の会計処理 

      税抜方式によっております。 
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注 記 事 項           
（貸借対照表関係）  

平成17年12月期 
（平成17年12月31日） 

平成16年12月期 
（平成16年12月31日） 

※１ 期末日満期手形の処理方法 

 期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理し

ております。 

当期末日は金融機関の休日のため、期末日満期手

形が期末残高に次のとおり含まれております。 

※１ 期末日満期手形の処理方法 

 期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理し

ております。 

当期末日は金融機関の休日のため、期末日満期手

形が期末残高に次のとおり含まれております。 

受 取 手 形 28百万円 受 取 手 形 21百万円 

※２ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

※２ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

売 掛 金 309百万円 売 掛 金 454百万円 

未 収 入 金 476百万円 未 収 入 金 85百万円 

未 払 金 1,824百万円 未 払 金 2,073百万円 

預 り 金 2,093百万円   

※３  ※３ 過年度において、国庫補助金の受入れにより固定

資産の取得価額から控除した圧縮記帳額は次のとお

りであります。 

  機 械 及 び 装 置 8百万円 

※４ 会社が発行する株式の総数および発行済株式総数

は次のとおりであります。 

※４ 会社が発行する株式の総数および発行済株式総数

は次のとおりであります。 

会社が発行する株式の総数 

普 通 株 式 

 

270,000,000株 

会社が発行する株式の総数 

普 通 株 式 

 

270,000,000株 

発行済株式総数 

普 通 株 式 

 

82,898,654株 

発行済株式総数 

普 通 株 式 

 

82,898,654株 

※５  会社が保有する自己株式の数 ※５ 会社が保有する自己株式の数 

普 通 株 式 5,025,839株 普 通 株 式 5,225,206株 

※６ 有形固定資産の減価償却累計額 110,256百万円 ※６ 有形固定資産の減価償却累計額 108,189百万円 

  ７     ７  保証債務 

      得意先の金融機関からの借入16百万円に対し、債

務保証を行っております。 

８ 当座貸越契約 

当社は、効率的に運転資金を確保するため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結しております。 

当期末における当座貸越契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりであります。 

８ 当座貸越契約 

当社は、効率的に運転資金を確保するため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結しております。 

当期末における当座貸越契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりであります。 

当 座 貸 越 極 度 額 4,400百万円 当 座 貸 越 極 度 額 4,400百万円 

借 入 実 行 残 高 －百万円 借 入 実 行 残 高 －百万円 

差 引 額 4,400百万円 差 引 額 4,400百万円 

 ９ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は2,396百

万円であります。 

 ９ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は424百万

円であります。 
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（損益計算書関係）  

平成17年12月期 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

平成16年12月期 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額
は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額
は次のとおりであります。 

(1）販売費  (1）販売費  
広 告 宣 伝 費 6,111百万円 広 告 宣 伝 費 6,242百万円 
販 売 機 器 費 4,731百万円 販 売 機 器 費 4,896百万円 
給 料 賃 金 6,504百万円 給 料 賃 金 6,594百万円 
減 価 償 却 費 6,620百万円 減 価 償 却 費 7,444百万円 
業 務 委 託 費 13,335百万円 業 務 委 託 費 12,079百万円 
販 売 手 数 料 14,123百万円 販 売 手 数 料 13,615百万円 
貸 倒 損 失 14百万円 貸 倒 損 失 18百万円 

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 29百万円 
(2）一般管理費  (2）一般管理費  
給 料 賃 金 1,015百万円 給 料 賃 金 941百万円 
役員退職引当金繰入額 32百万円 役員退職引当金繰入額 34百万円 
減 価 償 却 費 114百万円 減 価 償 却 費 93百万円 
業 務 委 託 費 80百万円 業 務 委 託 費 774百万円 

    
    

※２ 営業外収益には関係会社に対するものが次のと
おり含まれております。 

※２ 営業外収益には関係会社に対するものが次のと
おり含まれております。 

受 取 利 息 41百万円 受 取 利 息 49百万円 
受 取 配 当 金 202百万円 受 取 配 当 金 279百万円 
不 動 産 賃 貸 料 10百万円 不 動 産 賃 貸 料 10百万円 
雑 収 入 31百万円 雑 収 入 45百万円 

※３ 営業外費用には関係会社に対するものが次のと
おり含まれております。 

※３ 営業外費用には関係会社に対するものが次のと
おり含まれております。 

  固 定 資 産 除 却 損 32百万円   固 定 資 産 除 却 損 25百万円 
  不 動 産 賃 貸 原 価 14百万円   不 動 産 賃 貸 原 価 18百万円 
  雑 損 失 37百万円   雑 損 失 57百万円 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
  建 物 0百万円   建 物 0百万円 
  土 地 116百万円   構 築 物 0百万円 

   計 116百万円   土 地 71百万円 
     計 71百万円 

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※５ 
  建 物 20百万円   
  構 築 物 5百万円   
  土 地 41百万円   
  そ の 他 0百万円   

   計 68百万円   
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平成17年12月期 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

平成16年12月期 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

※６ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

場  所 用 途 種 類 減損損失 

遊休不動産 
（広島市西区) 遊休資産 建物 土地 

11 百万円 
11 百万円 

当社は、事業用資産を継続的に収支の把握を行っ

ている販売用資産と製造用資産とにグルーピング

しており、また、賃貸資産、遊休資産および売却予

定資産については、それぞれの個別物件をグルーピ

ングの最小単位として減損損失の兆候を判定して

おります。遊休資産についての回収可能価額は、原

則として正味売却価額により測定しております。こ

の結果、当事業年度においては、地価等が下落して

いる上記遊休資産について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上い

たしました。なお、遊休資産の回収可能価額は不動

産鑑定評価額等に基づき算定しております。 

※６ 減損損失 
当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

場  所 用 途 種 類 減損損失 

遊休不動産 
（広島市中区) 遊休資産 建物 土地 

5 百万円 
6 百万円 

遊休地 
（福岡県朝倉郡) 遊休資産 土地 9 百万円 

当社は、事業用資産を継続的に収支の把握を行っ

ている販売用資産と製造用資産とにグルーピング

しており、また、賃貸資産および遊休資産について

は、それぞれの個別物件をグルーピングの最小単位

として減損損失の兆候を判定しております。遊休資

産についての回収可能価額は、原則として正味売却

価額により測定しております。この結果、当事業年

度においては、地価等が下落している上記遊休資産

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として計上いたしました。な

お、遊休資産の回収可能価額は不動産鑑定評価額等

に基づき算定しております。 
※７ その他の売上高の主な内訳は次のとおりであり
ます。 

※７ その他の売上高の主な内訳は次のとおりであり
ます。 

  受 託 加 工 10,716百万円   受 託 加 工 4,664百万円 
  そ の 他 60百万円   そ の 他 101百万円 
           計 10,776百万円   計 4,765百万円 

※８ その他の売上原価はすべて受託加工原価であり
ます。 

※８ その他の売上原価はすべて受託加工原価であり
ます。 

 
 

リ ー ス 取 引          
 
 ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 
 
 

 有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係） 
 
当期および前期において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものがないため、該当事項はありません。 
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税 効 果 会 計          
 

平成17年12月期 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

平成16年12月期 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別内訳 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別内訳 

繰延税金資産  繰延税金資産  
減 価 償 却 額 849百万円 減 価 償 却 額 922百万円 
退 職 給 付 引 当 金 192百万円 退 職 給 付 引 当 金 213百万円 
投資有価証券評価損 287百万円 投資有価証券評価損 287百万円 
ゴルフ会員権評価損 161百万円 未 払 事 業 税 297百万円 
そ の 他      436百万円 そ の 他      816百万円 
繰延税金資産合計 1,926百万円 繰延税金資産合計 2,536百万円 
繰延税金負債  繰延税金負債  
特 別 償 却 準 備 金 △  31百万円 特 別 償 却 準 備 金 △    42百万円 
圧 縮 記 帳 積 立 金 △  454百万円 圧 縮 記 帳 積 立 金 △   481百万円 
その他有価証券評価差額金 △ 1,643百万円 その他有価証券評価差額金 △   484百万円 
前 払 年 金 費 用 △ 2,595百万円 前 払 年 金 費 用 △   656百万円 
退職給付信託設定益 △ 3,767百万円 退職給付信託設定益 △ 3,933百万円 
繰延税金負債合計 △ 8,493百万円 繰延税金負債合計 △ 5,599百万円 
繰延税金負債の純額 △ 6,567百万円 繰延税金負債の純額 △ 3,062百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異原因                              

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異原因                              

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が、法定実効税率の100分の５以下であ
るため、財務諸表等規則第８条の12第３項により注記
を省略しております。 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が、法定実効税率の100分の５以下であ
るため、財務諸表等規則第８条の12第３項により注記
を省略しております。 

 

１ 株 当 た り 情 報 
 

項    目 
平成17年12月期 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

平成16年12月期 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

   
１株当たり純資産額 
１株当たり当期純利益 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

2,191.59円 
101.73円 
101.57円 

2,104.59円 
106.20円 
106.02円 

（注）１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
平成17年12月期 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

平成16年12月期 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日 

（１株当たり当期純利益）   

損益計算書上の当期純利益 7,938百万円 8,353百万円 
普通株主に帰属しない金額 
取締役賞与金 

 
33百万円 

 
31百万円 

普通株式に係る当期純利益 7,905百万円 8,322百万円 

普通株式の期中平均株式数 77,702千株 78,357千株 

（潜在株式調整後１株当たり当期純利益）   

当期純利益調整額 － － 
普通株式増加数 
新株予約権 

 
123千株 

 
136千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

平成16年３月26日定時株主総会決
議に基づき発行した新株予約権 
普通株式      1,370千株 

平成16年３月26日定時株主総会決
議に基づき発行した新株予約権 
普通株式      1,370千株 

 


